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科学技術と社会 －遺伝子組換え作物を素材とした検討－

三石 誠司（宮城大学食産業学部）

はじめに：基本的な視点

複雑化・高度化した現代の社会問題に共通した特徴は、①不確実性、②相互依存性、そして、

対象が何であれ何らかの形で、③科学技術との関わりが無視できないこと、ではないかと思う。

また、これらの問題は、対象を特定の分野・品目や要素に限定すればするほど議論は専門化・

精緻化するが、少し離れたところから議論全体を眺めてみると、分野間の隔たり以上に多くの

類似性があるだけでなく、当該問題に対する賛成・反対いずれの立場も、極端にそれを推し進

めた場合には、社会的な合意形成が難しくなる傾向があることが多い。

昨今の科学技術の進歩は極めて早い。各国が安全保障上の理由あるいは競争力強化による優

位性の確立など、純粋な科学的理由以外の理由により、特定分野へのヒト・モノ・カネの集中

的投入を実施している一方で、余りにも高度化・細分化された議論に対し、一般市民の多くは

漠然とした思いに基づく主張を述べるのが精一杯という状況も珍しくない。遺伝子組換え作物

をめぐるわが国の議論も、これに近いものがあるのではないだろうか。

本稿では、こうした状況を踏まえ、純粋な科学的問題としてではなく、社会問題としての遺

伝子組換え作物をめぐる議論をどう考えるべきかといういくつかの視点を紹介するとともに、

それに基づく若干の検討を行う。本稿で提示する視点は以下の 5 つである。各々は基本的に独

立しているが、一定の状況下では相互に関連しているため、合意形成や意思決定においては適

宜、これら全てを同時並行的に考慮する必要があることをご理解頂ければと思う。

第 1 は、「当たり前」の現実から考えるということ。

第 2 は、短期的視点と長期的視点、さらに、より大きな視点で考えるということ。

第 3 は、「基本的な数字」を調べ、それに基づく議論を展開すること。

第 4 は、「もし、これが無かったら…」と常に、考えてみること。

第 5 は、我々の生活を維持している、本当に必要なモノや仕組み、そして「見えざるインフ

ラ（invisible infrastructure）」とは何かということを考えてみること、である。

１． 世界の主要穀物の需給バランス

アメリカ農務省の発表をベースに主要穀物（小麦、コメ、粗粒穀物、油糧種子1）の 2010/11

年度生産・需要見通しをまとめたものが表－1 である。これを見ると、世界の主要穀物の生産

量・需要量はいずれも 27 億トン程度であることがわかる。内訳は小麦が 6.7 億トン、コメ（精

米ベース）が 4.6 億トン、粗粒穀物が 11.3 億トン（そのうちトウモロコシが 8.4 億トン）、そ

して油糧種子が 4.5 億トン（そのうち大豆が 2.5 億トン）となっている。総生産量と総需要量

は毎年若干の変動をしながらも長期的に見れば着実に増加している。そして、我々が対象とす

1 厳密に言えば、「油糧種子（oilseeds）」は「穀物 (grain)」ではなく、あくまでも油糧種子であるし、アメリカ農務省の

統計上も別に分類されているが、全体像の把握のために、本稿では油糧種子を含めて広義の「穀物」とした。
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る問題の本質は、年間 27 億トンという有限資源の配分という問題なのである。現時点で世界

の穀物需給全体を大きく捉えるには、こうした基本的な数字を最初に押さえておく必要がある。

表－１ 世界の主要穀物の需給状況 表－２ 日本の「穀物」輸入数量

２． 日本の穀物輸入数量

１）日本の穀物輸入数量

では、日本はどの位の穀物を輸入しているのだろうか。アメリカ農務省の資料によれば、小

麦 520 万トン、コメ 70 万トン、粗粒穀物 1,940 万トン、油糧種子 600 万トン、合計約 3,100

万トンとなっている（表―2）。粗粒穀物のうち、1,630 万トンがトウモロコシであり、油糧種

子のうち大豆が 360 万トンを占めている。

ここでトウモロコシを中心に分かり易い例を示す。1,630 万トンの輸入トウモロコシのうち、

飼料用は約 1,200 万トン、残りが工業用である。飼料用を例に取れば、毎月 100 万トンが輸入

されていることになる。一般に穀物輸送には大型の船舶が使用されるが、アメリカ中西部のコ

ーンベルトで生産されたトウモロコシはミシシッピー川を艀で下り、河口のルイジアナ州ニュ

ーオリンズから船積みされて輸出される。メキシコ湾から太平洋へ出るためにはパナマ運河を

通過しなければならないが、このパナマ運河を通る最大規模の船舶のことをパナマックスと言

い、約 5 万トンの穀物を積むことができる。

100 万トンのトウモロコシを 5 万トンの船で積むために必要な船舶数は 20 隻である。1 か月

は 30 日である以上、1.5 日に１隻の船が途切れなく日本の港に向かって続いていることになる。

2 これが、例えばトウモロコシという品目の基本的数字を基にした「当り前」の現実であり、

日本の飼料・畜産を維持している根幹とも言える「見えざるインフラ（invisible

infrastructure）」の代表的事例である。

我々は余りにも「当たり前」になってしまっているが故に、この「見えざるインフラ」がど

のような状況下でも全く影響がないと「勝手に」思っているかもしれないが、これは何もなく

て「当たり前」、何かあれば日本全体が多大な影響を被ることになる極めて重要な「必要不可欠

なインフラ」でもあることを十分に理解する必要がある。

2 現実にはトウモロコシだけを 5 万トン積むことは日本側の港湾事情により非効率となるため、8 千トン程度の船倉ごと

にバランスを考慮し、マイロや大豆などとの合積み（コンビネーション・カーゴという）とすることがほとんどである。

従って、ある一期間（例えば 1 け月間）に日米間の洋上にある船舶数は理論上の 20 隻よりはるかに多い。
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２）日本の遺伝子組換え作物輸入数量

わが国がどの位の遺伝子組換え作物を輸入しているかについて、それ自身を明確に表した統

計は存在しないが、いくつかの前提を置いた上で概数を推定することは可能である。例えば、

先に述べたトウモロコシの場合、2009 年度は約 1,600 万トンを輸入しているが、国別の内訳は、

アメリカが全体の 96％を占めている。そして、そのアメリカにおける 2009 年の遺伝子組換え

トウモロコシの作付け比率は全農地の 85％である（2010 年は 86％へ 1 ポイント上昇）。こう

なれば、少なくとも簡単な掛け算により、約 1,300 万トンの遺伝子組換えトウモロコシが日本

に入ってきているであろうとの合理的推定が成立する。

現時点で商業化されている遺伝子組換え作物の輸入数量を同様の方法で推定したものが表－

3 である。合計数量は約 1,700 万トン、穀物の年間総輸入量の過半数（55％）に相当する。

穀物の場合には産地や流通拠点に一定の在庫が存在するため、遺伝子組換え品種の作付けが

スタートしたばかりの時期には前年度と当該年度との遺伝子組換え品種の作付比率に大きな差

が存在したが、近年のアメリカではその差もほとんどなくなっている。ちなみに、2010 年度の

数字（カッコ内は 2009 年度）は、トウモロコシ 86％（85％）、大豆 93％（91％）、綿花 93％

（88％）である。このため、本稿で試算したような概算値であっても、全体を把握するために

はそれほど大きな影響はないと考えられる。まとめてみれば、雑な言い方になるが、わが国は

年間約 3,100 万トンの穀物を輸入、その大半が北米から、そして、輸入数量の過半数が遺伝子

組換え作物ということになる。これは実は多くの人にとって見たくない現実かもしれない。

問題は、これをどう考えるかである。少なくとも現在、世界に 200 近くある国々の中で、わ

が国の GDP は EU を除けば、アメリカに次ぐ第 2 位であり、一般国民の生活状況、治安その

他を含め、他の先進諸国との比較だけでなく、多くの発展途上国と比べた場合にも圧倒的に良

好な社会を実現していることは間違いないであろう。その社会が何を基盤に成立しているかと

いえば、様々な財やヒト・サービスといったものの自由な移動、そしてそれを支える科学技術

に他ならない。食料や飼料に関して言えば、必要なものが必要に応じ、途切れなく供給されて

いるからこそ、現在の我々の生活が成立している。この「当たり前」の現実を認識することが

重要である。3 次に、これをわが国が必要としている農地という視点から見てみよう。

表－３ 日本の遺伝子組換え作物輸入数量

3 エネルギー自給率は 2005 年でわずか 4％である。カロリーベースの食料自給率 40％が極めて高く見える程の水準であ

る。これも「当たり前」になってしまったからか、今では多くが当然と思っている気がしてならない。
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３． 日本が必要としている農地

表－4 は、農水省が作成した資料を筆者が多少加工したものである。2008 年の国内耕地面積

は 463 万 ha である。これに対し、わが国の年間輸入穀物数量を各々の品目の平均単収で逆算

し、必要な耕地面積を計算すると約 1,200 万 ha に相当する。この表が示していることは簡単

な事実、すなわち、「国民が消費する農産物を生産するには、国内農地面積の約 3.5 倍（約 1,700

万 ha）が必要」ということである。我々は、ここでも見たくない「当たり前」の現実と直面し

なければならない。

仮に 1,700 万 ha をわが国の総人口で割れば（1,700 万 ha÷1 億 2,751 万人〔2009〕）、1 人

当り約 0.133ha となる。1ha 当りに直せば約 7.5 人。すなわち、1ha で養っている国民の数は

7～8 人ということになる。

ここまでくれば多くのことが嫌でも見えてくる。463 万 ha の農地を最大限に活用し、仮に

1ha で 10 人を養ったとしても 4,630 万人、生産性を倍にしてもまだ、3,000 万人以上相当分が

不足することになる。これも恐らくは誰もが最も「見たくない」現実ではないだろうか。

つまり、我々は好き嫌いに拘わらず、少なくとも（かなり長い）当面の間は、農産物輸出国

との良好な関係を維持すること無しには日々の生活（水準）の維持すら難しいということであ

り、同時に、こうした国々とは、いかに厳しい状況に陥ったとしても関係を解消するわけには

いかないということでもある。だからといって卑屈になる必要は全くない。

ポイントは、一方的な依存関係ではなく、いかに相互依存関係を構築するかという点に尽き

るであろう。我々はそうした相互依存関係の構築にこそ知恵を絞るべきであると思う。

表－４ 日本の必要農地面積 表－5 南米大豆と日本のコメ生産量推移

４． 世界の人口見通し

さて、遺伝子組換え作物を語るときに、世界人口の動向を抑えておくことは必須である。何

故ならば、この技術が世界に対し最も貢献できる分野は、まさに環境、医療、農業といった領

域であり、それは今後の世界の人口動向と密接に関わるからである。

わが国の将来人口は 2004 年をピークに今後緩やかに減少に向かうことが予想されているが、

世界全体は大きく伸びていくことが予想されている。国連の推計によれば 2055 年の世界人口
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は約 92 億人、現在より 23 億人の増加である。92 億人のうち 52 億人をアジア地域が占めてお

り、アジアは今後 45 年間の世界の人口増加数 22 億人の半数、10 億人の増加が見込まれてい

る。現在人口約 10 億人のアフリカは 2055 年には約 20 億人と倍増する。全体で 23 億人の増

加のうち、アジアで 10 億人、アフリカで 10 億人、これが少なくとも現時点における今後の世

界の人口見通しである。

さらに、我々に最も関係した点で言えば、中国の人口がピークアウトするのは 2040 年前後、

そして、さらにその先にインドの人口がピークを迎える。インドの人口は最盛期では 16 億人

をはるかに超える。繰り返すが、この段階での日本の人口は 9 千万人程度となる見通しだ。

残念ながらこの段階での世界の食料需給バランスがどうなるのかは発表されていないが、人

口が 1.3 倍になる以上、少なくとも全体では 35 億トン（27 億トン X1.3）前後の水準になるで

あろうことは想定できると思う。あとはこれをいかに達成するかという問題になり、ここでは

現在の世界の耕地環境を考慮すれば、科学技術は不可欠なものとなってくるであろう。

表－５ 世界の人口推移見通し 表－６ 中国・インド・日本の人口推移

おわりに：戦略の実践と合意形成

我々日本人は古来より、感性においてかなり秀でているのではないかと思う。虫の声や川の

せせらぎの音を聴き、季節の変化や人生の無常を思う。こうした感性は和歌や俳句といった文

芸だけでなく、日々の生活中にも十分に活かされており、わが国独自の文化の根幹でもある。

これは多くの日本人が備えている貴重な特性であろうし、大いに尊重し、後世に伝えていくべ

き日本文化の核心のひとつであると思う。

これに対し、科学技術の成果、特に日々進化している最前線の科学技術についてはどうであ

ろうか。感性のみで判断可能なものと、一定の定められた手順を踏んで内容を確認しなければ

ならないものとは異なるにも拘わらず、我々の多くは、何となく直観的、生理的な理由で科学

技術の成果について、感性による判断を持ち込んでいないかどうかを今一度考えてみる必要が

あると思う。科学の力で自然の全てを管理することなど恐らくとても出来ないことであろうが、

その一方で、わずか数年前には不可能であったことや、夢物語であったことが科学技術の進歩

により実現しているということも冷静に認識しておく必要がある。

現在の状況を冷静に認識し、その上で将来の目標を定める。そして、その目標に到達するた
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めの具体的なステップや手法を通常、戦略と言う。世に戦略家という人間は多い。特に企業や

組織の事業計画を策定するコンサルティング系の人間は、いわゆる戦略をスマートな形で描く

ことを生業としているため、一見、極めて納得しやすい戦略が氾濫している。その場合には、

どうしても、白か黒か、賛成か反対かといった極論に陥りやすいし、その方が、戦略家として

は楽でもありビジネスにもなるという事情もあろう。残念なことに、こうした極論は、議論と

しては切れ味が良いが、いざ実行するとなるとうまくいかないことが多い。

さらに言えば、明確な戦略を策定したとしても、それは実践して初めて意味があることも忘

れてはならない。遠大かつ詳細な戦略を立てたとしても、実行するのは他の多くの人間である

という現実を踏まえれば、結果的に実行可能で、それでも理想を追求するというある意味で矛

盾した戦略を立てることが求められるし、その過程では様々なレベルの合意形成が求められる。

また、意思決定を行う立場にいる者は、仮に自分以外に 10 名の利害関係者が参加した議論

において、賛成・反対が同数となったときにどうするかを常に考えておく必要がある。どちら

の選択肢を選んでも反対意見が消失することはない。恐らく、その場合に必要なことは、意見

を異にする利害関係者の事情を真摯に理解しようとする姿勢とともに、可能な限り最大限の配

慮をすること、そして冒頭で記したように、目の前の現実と、短期的長期的な見通し、さらに、

より大きな視点から、通常は「当たり前」すぎて認識していない「見えざるインフラ」までを

提示した上での解決策の提示、これらを通じた合意形成と戦略の実行が求められよう。

言うまでもないが、少なくともわが国において「数は力」という論理を単純に信奉する時代

は、とうの昔に過ぎ去っている。合意形成の基本はあくまでも対話と科学的な証拠、つまり客

観的かつ合理的な体系に基づくものでなければならず、威嚇や暴力、そして強制や義理人情に

よるものではないことをあえて最後に記しておきたい。

世界が日本に期待していることは、もはや資金力や技術力そのものだけではなく、わが国の

知的資産（intellectual capital）の活用の仕方、貢献の仕方である。より具体的に言えば、本

稿で取り上げたような遺伝子組換え作物の活用を含む、社会的に議論の多い諸問題に対し、自

発的な意思に基づく対話の実践、そして、客観的・合理的な科学的根拠に基づく合意形成と将

来戦略の実践を、今後も他国で応用可能な先行事例として示していくことではないだろうか。
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